
様式１号
（総括票）

１　事業者等の概要

kl

t-
CO2

t-
CO2

台

t-
CO2

２　基準年度、計画期間及び報告対象年度

28 年度 29 年度～ 31

31 年度

３　計画書（報告書）の公表方法等

1

平成

2

計画期間

最終年度の目標

2169

CPR飯山工場 8:30-17:30 0269-81-2174   担当部署：業務部門

基準年度実績

その他ガス
排出量合計

自動車の台数

自動車からの
排気ガス合計

平成 平成 年度

452 452

1 1

2358

4440 4891

1955

4058

事業活動温暖化対策計画書 兼 実施状況等報告書

上記以外（任意提出）の事業者

条例第12条第1項第2号に該当する事業者

氏名 代表取締役鷹見　善彦

主たる事業
の分類

役職名

452 452

制度に該当する
要件

氏名又は名称 株式会社シーピーアール

条例第12条第1項第1号及び条例施行規則第4条第2項第2号に該当する事業者

主たる事業
の概要

リサイクルプラスチックパレットの製造

３２ その他の製造業

条例第12条第1項第1号及び条例施行規則第4条第2項第1号に該当する事業者

代表者名

主たる事務所
の所在地

愛知県名古屋市熱田区白鳥3丁目6番22号

4492 4411

2148

その他

大分類 Ｅ 製造業

中分類

第二年度報告

2130

ホームページ

報告対象
年度

平成

印刷物の閲覧

第三年度報告第一年度報告

原油換算エネル
ギー使用量

基準年度

ｴﾈﾙｷﾞｰ起源二酸化
炭素排出量

1



様式１号
（総括票）

４　温室効果ガス排出抑制のための基本方針

５の１　温室効果ガス排出抑制のための組織体制

環境(温暖化対策)管理委員会(4回/年）

ISO14001:2015に基づく環境目標を定め、進捗管理を行う。

５の２　温室効果ガス排出抑制のための会議体等の名称及び開催頻度

<<本社>>

代表取締役

<<CPR飯山工場>>

温暖化対策責任

者

計画書提出担当

兼

温暖化対策担当者



様式１号
（総括票）

６の１　エネルギー起源二酸化炭素の排出抑制に係る目標及び実績

4,492 t-CO2 総物質投入量 19.31 単位 千t

28 年度 4,458 t-CO2 基準原単位 232.63 t-CO2/ 千t

4,411 t-CO2 目標原単位 228.44 t-CO2/ 千t
寄与度の合計から

求めた目標削減率※

31 年度 1.80 ％ 目標削減率 1.80

※事業の内容により
単一の原単位を設定
できない者のみ記載
する（以下同じ）。

4,440 t-CO2 総物質投入量 17.07 単位 千t

4,398 t-CO2 原単位 260.09 t-CO2/ 千t
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

29 年度 1.15 ％ 削減率 (11.81)

4,891 t-CO2 総物質投入量 21.02 単位 千t

4,854 t-CO2 原単位 232.68 t-CO2/ 千t
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

30 年度 (8.89) ％ 削減率 (0.03)

4,058 t-CO2 総物質投入量 19.28 単位 千t

4,019 t-CO2 原単位 210.48 t-CO2/ 千t
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

31 年度 9.66 ％ 削減率 9.52

削減率

第三年度

％

削減率

調整後排出量
第二年度

排出量

第一年度

排出量等の
増減理由

調整後排出量

排出量

総物質投入量、排出量は共に減少。削減率は、１．１５％となった。
ピークカットの削減効果などの省エネ対策の実施したため。

％

基 準 年 度

目 標 年 度

エコアクション２１の中長期目標として5年間で３％の削減目標を挙げているた
め、年間目標は０．６％、目標年度までに１．８％の削減とした。

基準排出量

目標設定に
関する説明

調整後排出量

％

目標排出量

目標削減率

当年度は、総物質投入量がほぼ基準年度の設定目標と同様となり、同じ基準で評
価できる年度となった。その中で原単位排出量が基準(目標)対比9.5％の削減と
なった。これは過年度に実施した比較的大型の設備改修工事、更新等の効果が積
み重なった結果と言える。（当社はエネルギー使用量が物質投入量に大きく左右
される事業構造であり、第一～第二年度は評価が難しかった）

排出量ベースでは総物質投入量が基準年度対比8.85％増加した為。
原単位ベースでも僅か0.03％の増加になっているのは、工場内の主要２部門の
内、電力原単位消費量の大きいリサイクル部門(一般廃棄物処理)の総物質投入量
の割合が増えた為である。

％

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

排出量

排出量等の
増減理由

削減率

調整後排出量



様式１号
（総括票）

452 t-CO2 単位

年度 t-CO2 基準原単位 t-CO2/

0 t-CO2 目標原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた目標削減率※

年度 ％ 目標削減率

※事業の内容により
単一の原単位を設定
できない者のみ記載
する（以下同じ）。

452 t-CO2 単位

t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

年度 0.00 ％ 削減率

452 t-CO2 単位

t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

年度 0.00 ％ 削減率

452 t-CO2 単位

t-CO2 原単位 t-CO2/
寄与度の合計から

求めた実績削減率※

年度 0.00 ％ 削減率

第三年度

削減率

排出量

調整後排出量

排出量

調整後排出量

排出量等の
増減理由

調整後排出量

排出量

％

％

削減率

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

６の２エネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出抑制に係る目標及び実績

基 準 年 度

目 標 年 度

調整後排出量

基準排出量

目標排出量

％

第二年度

％削減率

第一年度

排出量等の
増減理由

目標設定に
関する説明

目標削減率



様式１号
（総括票）

年度

年度

年度

年度

年度

７　重点対策の実施状況

段階 連番

1

2

Ⅲ、Ⅳ －

６の３　自動車の使用に伴う二酸化炭素の排出抑制に係る目標及び実績

目標設定に
関する説明

第 一 年 度
％t-CO2

排出量 0

基 準 年 度

目 標 年 度

t-CO2

t-CO2

基準排出量

目標排出量

排出量等の
増減理由

排出量等の
増減理由

第 二 年 度
100t-CO2 削減率 ％

2

0

削減率

Ⅰ、Ⅱ

目標の達成状
況及び排出量
の増減理由

第 三 年 度

基準年度

排出量 0

第三年度

％

％

排出量

実施予定

次世代自動車の
導入

エコドライブの
励行

燃料使用量等の
定期的な把握

対策名称

100

削減率

0

100t-CO2 削減率

備考第一年度 第二年度



様式１号
（総括票）

８　排出抑制目標達成のための具体的な措置

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

９　自然エネルギー源利用設備等の導入状況

１０　クレジット等に関する取組状況

エネ起

エネ起

エネ起

エネ起

グリーンエネルギー証書
（電気）

tCO2

エネ起 20

310500 生産工程別のエネルギー管理
電気機器毎の電気使用量の把握

29

エネ起

20

29
350604 デマンド管理
(機器毎のﾃﾞﾏﾝﾄﾞｺﾝﾄﾛｰﾗ導入)

29

30

－

10

4.830

360705 ポンプ、ファン、ブロア、コンプレッサ
等の保全管理

125

122

－

－

その他　　成型機チラー、油圧ポンプモーター更
新

成形機PLC(電気制御ｼｰｹﾝｻ)一式を国産化しﾋｰﾀｰ温度と材料押出部
の電力削減、ペレット押出機更新による稼働時間削減 －

380752 LEDの導入
（照明のLED切り替え）

10

10

29

30

31

第三年度第二年度第一年度導入計画基準年度単位機器の種類

クレジットの種類 単位

tCO2

基準年度 計画期間 第一年度 第二年度 第三年度

37 39

グリーンエネルギー証書
（熱）

tCO2

県が認証したクレジット

Ｊ－クレジット制度によ
り創出されたクレジット

tCO2

電気の利用に伴うもの tCO2 34 42

低炭素電力の利用 tCO2

番号 区分 対策内容

計画 状況
実施

予定年
度

削減見込量
（t-CO2）

実施年度
推計削減量
（t-CO2）



様式１号
（総括票）

１１　県内の工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素の排出実績 (所、t-CO2)

工場等数 排出量 工場等数 排出量 工場等数 排出量 工場等数 排出量

1 4,492 1 4,440 1 4,891 1 4,058

1 4,492 1 4,440 1 4,891 1 4,058

１２　県内の工場等におけるエネルギー起源二酸化炭素以外の温室効果ガスの排出実績 (t-CO2)

１３　次世代車使用台数、導入計画及び実績
(台)

第三年度

3,000kl以上

1,500kl以上
3,000kl未満

1,500kl未満

工場等の規模
（原油換算エネル

ギー使用量）

基準年度 第一年度 第二年度

ガスの種類

非エネルギー起源
CO2

第一年度

0

合計

PFC

SF6

NF3

0

0

0 0

451.97

0

第一年度

0

0

基準年度 第二年度

451.97

0

第三年度

451.97

0

451.97

第二年度

0 0 0

0 0

0

0

0 0 1 1

0 0 0

1 1 1

10 1

自動車総数

0合計

CH4

N2O

HFC

1

クリーンディーゼ
ル自動車

その他
(ハイブリッド等)

燃料電池自動車

基準年度

451.97

プラグイン・ハイ
ブリッド自動車

電気自動車 0

自動車種別

第三年度

451.97451.97

0

0

合計 451.97

0

次世代車導入割合 100 100



様式１号
（総括票）

１５　交通対策状況

１６　環境マネジメントシステム導入状況

番号

1

2

3

１７　その他の地球温暖化を防止する対策の実施状況

１８　自由記載欄

第三年度実績

グリーンカーテンとよしずの実施、ピークカットの実施、設備保全の計画的実施
フォークリフトの号機別燃費管理の実施、省エネベルトへの順次交換実施
設備毎の電力データの収集

グリーンカーテンの実施、ピークカットの実施、設備保全の計画的実施
フォークリフトの号機別燃費管理の実施、省エネベルトへの順次交換実施

よしずの実施、設備保全の計画的実施による機器出力効率の改善、成型機チラーを省電力型・高効
率型へと更新、油圧ポンプ用モーター２台を少出力型へ更新、規格外製品の有価販売による廃棄物
削減、洗浄後処理水の再使用による上水使用料の削減、フォークリフト２台をガソリン式からバッ
テリー式へ更新、主要大容量設備毎の電力データ収集

よしずの実施、グリーンカーテンとピークカットは実施なし。

基準年度実績

第一年度実績

第二年度実績

区分

基 準 年 度
以前の取組み

そ の 他

内容 削減量(tCO2)

14

長野県地球温暖化対策条例に基づく事業活動温暖化対策計画書制度の現地調査

工場照明のハロゲン灯からＬＥＤ化変更(２０１５年1月実施）

エコアクション２１

名称

工場近くに住んでいるいる人は、自転車・徒歩にて、マイカー使用を極力抑え
た。

特に無し

２００６年　－2018年退会

来 客 者 の
交 通 対 策

導入年

ISO14001:2015 2018年取得

工場の最寄りのＪＲ駅は、飯山線信濃平駅、来場可能な場合のみ利用。
工場の立地場所が、丘陵地のため車の利用が不可欠。駅から社有車で送迎。

ラウンド配送によるトラック走行距離数削減、環境マネジメントシステム導入時
より実施

区分 実施内容

ノーマイカー
通 勤

公共交通機関
の 利 用 促 進

物流の合理化

１４　中小企業支援状況

区分 内容

中小企業への
省 エ ネ 診 断

そ の 他

特に無し


